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 もやい ３１年度 第１回定例会 議事録 

 

日 時 ： ４月４日（木） 1５：００～1７：００ 

場 所 ： 支援センター会議室 

出席者 ：田中、大福、石見、添田、、植村、久保田、（欠 廣川） 

 

【１】 WAM 助成金関係について 

①決算について現在計算中（旨くいってない状況） 

②事業報告書について作成中 

 

【２】 トヨタ・モビリティ活動資金助成事業について内定のメールがあった 

・事業概略の説明をした（資料参照） 

 

【３】 ３１年度活動の重点活動について情報交換した 

①生活困窮者の雇用機会促進（生活自立支援課 社会復帰活動に関する人材育成事業） 

②ボランティア運転手の育成について 

③生活支援サービス登録団体への働きかけについて 

④各地の包括を廻って働きかけを行う 

⑤市内の社会福祉法人を廻り、協働について働きかけを行う（法人紹介者を探す） 

⑥福祉有償団体との情報交換(１１団体) 

⑦市議会議員と情報交換の働きかけを行う（もやいが超党派で勉強会実施する） 

⑧各種手続きの代行について（行政書士 石見さん） 

⑨障碍者支援団体への車両の貸し出しについて 

 

【４】 その他 

①中高年の引きこもり実態について 

②定例会出席者名簿とメーリングリスト名簿の見直し 
  
 

 ＜次回定例会＞  
 

 日時： 平成３１年４月１８日（木） １５：００～１７：００   

 場所： 市民活動支援センター 会議室       
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トヨタモビリティ基金助成金 活動メモ（今後具体的に詰める事項） 
 

（１）運営の組織 

①センターの設立の担当 

・センター長  ： （大福） 

・副センター長 ： （添田） 

・事務局長   ： （田中） （会計・広報・システム担当含む） 

・センター会議（定例会） 

メンバー： 大福、田中、添田、広川、石見、久保田、植村、他予定） 

原則：毎月第 1、第３ 木曜日、午後１５時～１７時 
  

②運営委員会の設置とメンバーを結成する（下記メンバーは候補） 

・会長   ： 大福族生 

・事務局長 ： 田中俊光 

・メンバー ： 野浦（絹一）、依田（みつい台）、坂野（きよぴー）、浅川（ティタイム） 

森山（行政）、小峯（社協）、もやいセンター会議メンバー 
 

（２）今後連携団体との意見調整機関の設置を考える（みんなと相談して決める） 

①連携団体会議の設置とメンバー 

・事務局  ： （ 未定 ） 

・連携団体メンバー ： ①伊藤みどり氏 ②服部真治氏 ③島津 淳氏 

④数井 学氏 ⑤堂田レイ子氏 ⑥辻野文彦氏 ⑦山中 馨氏 ⑧藤岡一昭氏 
 

②事業全体の意思統一 

①有償ボランティアと無償ボランティア 

②車両の管理（保有台数と駐車場など） 

③運転者と同乗者の役割  
 

（３）行政（高齢者福祉課）と社協（支えあい推進部）との今後について詰める 

①プロジェクトの各種取り決め 

②長期計画への対応 
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＜トヨタ助成金事業参考資料＞ 

 

トヨタモビリティ基金申請予算書  （2019/04/04） 

 

 

 

  

大科目 中科目 中科目合計 小科目 小科目合計

旅費 1,366,000 旅費交通費 1,366,000

直接人件費 4,775,000

外部人件費 4,285,000

車両関係費 3,540,672

消耗品費 120,000

ソフトウェア購入費 111,000

通信運搬費 246,000

印刷製本費 888,000

保険料費 80,000

会議費 98,000

会費 0

広告宣伝費 120,000

図書費 18,000

教育研修費 36,000

雑費 1,060,000

機材購入費 300,000

機材運搬費 0

業務委託費 900,000 ― 900,000

その他 0 租税公課費 0

合計 17,943,672

助成額

9,060,000

6,317,672

300,000

B. 科目別合計

直接経費

人件費

機材費

一般業務費
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トヨタモビリティ基金申請_文章     （2019/03/30 大福） 
 

［1］活動概要 

 
１．活動目的 
個人所有車の利用をさけ、団体が所有する車の活用と保険を組み合わせた「安心・安全」の確保した移動・送

迎支援システムを確立し、誰もが安心して外出できる支援団体を増やし、高齢者の健康維持・活性化の促進を

図る 
 
２．実施項目(活動計画概要) 
・当団体が車両を複数台所有し、市内各地で活動している団体からの協力要請に応じて車両を貸与し、移動・

送迎サービスを実施する。基本的にはその団体の運転者が送迎を行う。 
 
[ 1 ] 移動・送迎支援センターによる管理・運営 
定例会を実施し事業の進捗状況の確認や新しい課題への対応 

[ 2 ] 自前車両による計画的移動・送迎支援 
地域で活動する団体へ送迎用車両の貸与や運行の支援等のコーディネート作業 

[ 3 ] 運転者講習等による人材育成 
移動・送迎のための法律など、専門知識習、安全運転のための国交省認定講習の実施及び非常時の対応 

[ 4 ] 運営委員会によるネットワーク化の推進 
関係機関、各地で活動する団体のスタッフによるネットワーク化の推進。 

 
＜将来の構想＞ 

将来は各団体が自前の車両を保有し活動を継続する。それらの団体をネットワークで繋ぎ、センター事業を

整備する 
 
３．想定される成果・成果物 
＜成果＞ 

・地域での交流による新しい仲間が増え、生きがい活動が促進され健康寿命の延びることを期待される 
・それぞれの地域で移動が確保され、地域の活性化が期待される 
・有償ボランティアを育成することによる雇用促進 

＜成果物＞ 
・移動・送迎支援システムの確立 
・運転者講習テキストなどの人材育成教本 
・官民連携・地域連携のネットワークの構築 
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［3］活動計画詳細 

 
１、活動の目的 
個人所有車の利用をさけ、団体が所有する車の活用と保険を組み合わせた「安心・安全」の確保した移動・送

迎支援システムを確立し、誰もが安心して外出できる支援団体を増やし、高齢者の健康維持・活性化の促進を

図る 
 
２、実施項目と主要な概算金額 
［１］移動支援センターによる運営・管理 
・移動支援センターを設置し、事業全体の進捗状況を管理 

 
［2］自前の車両による計画的な移動・送迎支援 

・送迎車両の運行（車両リース代 
 
［3］運転者講習等による人事育成 

・国交省認定運転者講習の実施 
・勉強会による課題抽出と対応 
・シンポジウムの開催 

 
［4］運営委員会によるネットワーク化の推進 

・運営委員会によるネットワーク化の推進 
・車両予約・運行システムの構築 

 
３、活動で取り組む移動の課題 ※できるだけ数値で示してください 
・今後急速に高齢者が増えることが想定される。 
高齢化率 平成 30 年度 26.0％ ⇒ 平成 37 年度 27.6％ 

・外出には公共交通が不便で、かつバス停まで坂道が多く、停留場までの移動が困難 
・移動・送迎支援を行う活動団体、担い手が少ない 

登録活動団体 （平成 30 年度末 20 団体 ⇒ 平成 31 年度末 30 団体（八王子福祉部計画） 
・移動・送迎支援に関する公的支援体制が少ない 

八王子市社協、八王子共生社会推進会議が連携し取り組み中 
 
４、移動の課題の解決に向けた 具体的な活動内容 
[1]センターによる運営・管理 

・定期的な定例会を開催し、事業進捗状況のチェックと課題解決（運営委員会含む）（合計 24 回）、 
・連携団体や行政・社協との情報交換及び課題の共有 
・移動・送迎支援相談窓口設置（相談窓口運営 120 日） 

[2]自前の車両による計画的な移動・送迎支援 
・送迎車両の運用（出動６０回） 
・運転者・同行者の手配及び移動・送迎支援活動のコーディネート 
・移動・送迎支援の PR 活動 
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[3]運転者講習等による人材育成 
・ボランティア運転者育成講習会の実施（１０回） 
・課題解決のための勉強会の実施（２回） 
・移動・送迎支援活動に関するシンポジウムの開催 

 
［4］運営委員会によるネットワーク化の推進 

・運営委員会による行政・活動団体によるネットワーク化の推進（隔月に 6 回） 
・車両の予約・運行システムの開発・運用 

 
６、連携団体 
② 全国移動サービスネットワーク 事務局長伊藤みどり氏 
③ 医療経済研究機構研究部研究員 服部真治氏 
④ 桜美林大学社会福祉教授 島津 淳氏 
⑤ 数井クリニック院長 数井 学氏 
⑥ 特定非営利活動法人ケアセンター八王子理事長 堂田レイ子氏 
⑦ (行政)八王子市福祉部高齢者福祉課主査 辻野文彦氏 
⑧ 特定非営利活動法人八王子市民活動協議会事務局長 山中 馨氏 
⑨ 一般社団法人八王子自治研究センター理事長 藤岡一昭氏 
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内閣府「中高年のひきこもり」 (調査時期 平成３０年１２月７日～１２月２４日) 
内閣府が２０１５年度に実施した調査で、１５～３９歳の「若年ひきこもり」は５４・１万人と推計され

た。今回、４０～６４歳の「中高年のひきこもり」について国レベルで初の調査を実施。調査方法の一部

変更があったため単純比較はできないが、その結果に基づく推計数は、若年層を上回った。 
 
 今回の推計は、ひきこもる中高年の子と高齢の親が孤立する「８０５０（はちまるごーまる）問題」が、

特殊な例ではないことを示すものといえる。また、「就職氷河期世代」（おおむね現在の３０代後半～４０

代後半）の多くが４０代に達したため、中高年のひきこもりが増えているとの指摘もある。 
 
 調査時期や手法の違いから「若年」と「中高年」の推計を単純合計はできないとしつつも、北風参事官

はひきこもり総数が「１００万人以上」になるとの見方を示した。 
 
 今回の調査は１８年１２月、無作為抽出した４０～６４歳 ５千人を対象に実施（有効回答６５％）。そ

の結果、ひきこもっていた人の年齢層は４０代が３８・３％、５０代が３６・２％、６０～６４歳が２５・

５％だった。期間は５年以上の長期に及ぶ人が半数を超え、２０年以上の人が２割弱を占めた。性別は男

性７６・６％、女性２３・４％で、男性が多い傾向があった。ひきこもり状態にある人の比率は全体の１・

４５％。この比率から全体状況を推計した。 
 
 内閣府はこれまで２回、１５～３９歳のひきこもり調査を実施してきた。しかし、ひきこもりの長期化

傾向が明らかとなり、４０代以上を除いた調査では全体像がわからない、という指摘が当事者団体などか

ら出ていた。それを踏まえ、初めて中高年の調査に踏み切った。（編集委員・清川卓史、田渕紫織） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広義のひきこもり群 
①ひきこもりの状態になったきっかけ 
②昼夜逆転の生活をしている 
③ふだん自宅でよくしていること（テレビ、ネット） 
④通信手段でふだん利用しているもの（電話、メー

） 
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（１）広義のひきこもり群の出現率及び推計数 
今回の調査結果における広義のひきこもり群の出現率 
は１．４５％であり、推計数は６１．３万人である。 
※ 調査対象である満４０歳から満６４歳までの人口は、４，２３５万人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 


